


























2 　例えば「青色 LED 訴訟」で争われた「窒素化合物半導体結晶膜の成長方法」（特許番号2628404）では発明























































する場として 3 大国際学会（国際回路素子回路会議 ISSCC，国際電子デバイス会議 IEDM，
VLSI シンポジウム）が活用されている。ISSCC は回路設計技術，VLSI はデバイス技術とプロ
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と呼ぶ。
⑵　調査データ
　こうした引用数，被引用数の入手は米国特許庁（USPTO；United States Patent and 
Trademark Office）から発行された米国特許データから利用することができる。1963－2002年
に発行された全特許数の概ね450万件にものぼる特許データは，全米経済研究所（National 























































No. 　 企業名 特許数 被引用数 平均被引用数
1
????
マイクロンテクノロジー 1,526 18,536 12.147
2 インテル 365 4,021 11.016
3 モトローラ 1,439 13,087 9.095
4 ＩＢＭ 1,390 12,104 8.708
5 AMD 1,023 8,898 8.698
6 TI 1,556 13,497 8.674
7
????
東芝 1,829 12,989 7.102
8 日立製作所 1,037 6,634 6.397
9 パナソニック（松下） 624 3,848 6.167
10 富士通 889 5,387 6.060
11 三菱電機 1,870 11,195 5.987
12 シャープ 494 2,928 5.927
13 ソニー 562 3,298 5.868
14 NEC 1,992 10,897 5.470
15 ローム 213 845 3.967
16 三洋電機 186 485 2.608
　





















　　 0.000145 0.0053 0.856
13
（8.4316＊＊） （0.3263＊＊） 0.8435（修正済み）
注：下段（　）内は t- 値．　＊＊は0.1% 水準で統計的に有意．
 Adjusted　R2=0.8435
 従属変数 Y；自己引用率






7  要するに BRIO フレームワークは，リソースに価値があること（V：Valuable Resources）， 稀少であるこ












































































く特許数も多い米国企業 5 社，自己引用率が低く特許数も低い日本の 7 社，特許数は多いものの

























Podolny and Stuart ［1995］の分析において，ステイタスの高い企業の特許は後続の企業に引用
される確率が高かった。ステイタスは，過去において卓越したイノベーションを達成した企業に
　






















　さて，本稿における第 3 の目的であるインテルの特許戦略に関して，インテルが AMD から特
許侵害と独占禁止法違反で訴訟を起こされ，2009年11月，法廷外で決着した事例について検討し
たい。インテルは AMD との知的財産の長年の対立を解消し，マイクロ・プロセッサー（MPU）
事業で AMD とクロスライセンス協定を締結した。巨大な x86プロセッサ市場でインテルの後塵
を拝してきた AMD は，インテルがシステムベンダーによる AMD 製品の採用を阻止しようと
脅し，強要し，資金提供などの独禁法違反行為に及んだと主張している。訴訟の趣旨は，AMD
の市場シェアが，技術的リーダーシップに見合っていない。このような事態は，インテルの不正













　両社が共同で出したプレスリリースによると，① AMD とインテルは今後 5 年間を期間とする
クロスライセンス契約を締結する。②相互にライセンスに関する契約違反の主張をすべて取り下
げる。③インテルは AMD に対し12億5,000万ドルを支払う。④ AMD とインテルは一連の営業
上の活動に関する取り決めに従い商行為に関する規定を遵守する。合意の要点は以上 4 点であ
る9。










（2001年 9 月30日以降は 7 年以内）に特許認定のための審査を受けなればならない。インテルの
ように技術開発力があり，資金的に余裕がある企業にとっては，基本特許以外はあえて特許登録
を行わずに研究を進めた方が得策であったといえる。表 1 に示すように，特許数についてインテ
ルは365件，それに対して AMD は1,023件であった。AMD は研究開発を積極的に進めて登録し
た特許をクロスライセンスに持ち込むために交渉の道具として使った可能性が高い。
　今回の合意で AMD が手にしたのは， 5 年間のクロスライセンスと12億5,000万ドル（概算し







9 　AMD とインテルとの合意文書についての全文は web 上で公開されているのでサイトから入手されたい
（http://download.intel.com/pressroom/legal/AMD_settlement_agreement.pdf）。
　























IBM の新たな接続 BUS（MCA）や DOS に代わる新たな OS（OS/2）の不調によって，1980年
代後半にはハードウェアとソフトウェアの技術進化を独占する力を失っていったのである。
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